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厚生労働省 職業安定局

雇用情勢の概況について

参考資料
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2008年９月15日
リーマンブラザーズ破綻

完全失業率 5.5％
（2009年７月）

足下の雇用情勢について

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成
（注）完全失業率及び有効求人倍率は季節調整値。シャドー部分は景気後退期。 2

有効求人倍率 0.42倍
（2009年8月）

有効求人倍率 1.62倍
（2019年５月）

有効求人倍率 1.13倍
（前月差＋0.04）
（2021年６月）

完全失業率（左軸）

有効求人倍率（右軸）

完全失業率 2.9 ％
（前月差▲0.1）
（2021年６月）

完全失業率 4.0％
（2008年９月）

有効求人倍率 0.83倍
（2008年９月）

（単位：％） （単位：倍）

（月）
（年）

○ 足下の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているものの、求人が弱含んでおり、求職者が引き続き高水準にあることもあいまって、厳しさ
がみられる。有効求人倍率が１倍を下回る地域がある等、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、より一層注意する必要がある。

○ なお、リーマン・ブラザーズの経営破綻（2008年9月15日）後には、完全失業率は10ヶ月で4.0％→5.5％にまで悪化し、有効求人倍率は11ヶ月で
0.83倍→0.42倍に低下した。



各機関による完全失業率等の予測について

●ESPフォーキャスト調査（民間エコノミストによる将来予測）

○ 民間エコノミストの将来予測をまとめている「ESPフォーキャスト調査」では、今後の完全失業率は、2021年第Ⅲ四半期の平均的な予測値が
約2.9％、令和３年６月が2.9％であることから、おおむね横ばい圏内での推移が見込まれる中で、2021年第Ⅳ四半期以降、低下していくと予想。
ただし、こうした将来予測は、新型コロナウイルスの感染状況等が社会経済活動に与える影響に大きく左右されることにも留意が必要である。

○ また、内閣府が令和３年７月６日に公表した「令和３（2021）年度 内閣府年央試算」では、完全失業率は2.7％程度、国内総生産の実質成長率は
3.7％程度と見込まれている。引き続き、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、より一層注意が必要であると考えている。

（資料出所） ESPフォーキャスト調査（２０２１年８月12日公表分）
〇 公益社団法人日本経済研究センターが毎月発行するもの。
〇 日本経済の将来予測を行っている民間エコノミスト約37名から、

主要経済指標の予測値や総合景気判断等についての回答を集計したもの。
○ 各回答の総平均のほか、上位８機関の平均と、下位８機関の平均を算出している。
○ 高位８機関平均や低位８機関平均の数値は、通常であれば、有料会員のみであるため、

取扱いには留意が必要。

2021年
７～９月

2021年
10～12月

2022年
１～３月

2022年
４～６月

2022年
７～９月

高位８機関
平均

３．０９ ３．１１ ３．０６ ３．０１ ２．９９

総平均 ２．９１ ２．８６ ２．７８ ２．７３ ２．６７

低位８機関
平均

２．７１ ２．６３ ２．５０ ２．４３ ２．３８

●内閣府による試算（完全失業率）

2019年度実績 2020年度実績
2021年度
（見通し）

２．３％ ２．９％ ２．７％程度

（資料出所）令和３（2021）年度 内閣府年央試算（令和３年７月６日公表）

●内閣府による試算（国内総生産の実質成長率）

2019年度実績 2020年度実績
2021年度
（見通し）

▲０．５％ ▲４．６％ ３．７％程度
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有効求職者数
2,107,750

（2008年９月）

有効求職者数
2,906,828

（2009年８月）

有効求職者数
1,908,623

前月比▲3.6％
（2021年６月）

有効求人数や有効求職者数の動向について

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」により作成
（注）有効求人数及び有効求職者数は季節調整値。シャドー部分は景気後退期。

○有効求人数とは、
前月から「繰越された求人数」と

当月の「新規求人数」の合計数をいう。

○有効求職者数とは、
前月から「繰越された求職者数」と

当月の「新規求職申込件数」の合計数をいう。

（単位：万件）

（月）
（年）

有効求人数
1,743,106

（2008年９月）

2008年９月15日
リーマンブラザーズ破綻

有効求人数
1,234,348

（2009年８月）

有効求職者

有効求人数

4

○ 令和３年６月の有効求人数（季調値）は、前月比±0％となり、横ばい圏内の推移となった。ただし、緊急事態措置やまん延防止等重点措置の発
令されていた地域では、｢飲食店｣｢娯楽業｣などを中心に、パートの新規求人数は弱い動きが続いており、引き続き感染症の影響に注視が必要。

○ 令和３年６月の有効求職者数（季調値）は、前月比3.6％減少と２か月連続の減少となった。都道府県労働局からは、基礎疾患がある方や御家族
への感染を懸念される方等が、求職活動をワクチン接種後に繰り延べる動きがあるといった情報等がある。今後、こうした方々の求職活動の再開
の可能性も含め、引き続き注視が必要である。

有効求人数
2,158,847
前月比±0％

（2021年６月）
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（単位：万件）

（月）
（年）

新規求人数
645,485

（2008年９月）

2008年９月15日
リーマンブラザーズ破綻

新規求人数
493,498

（2009年５月）

新規求人数

新規求職者

新規求職者数
538,306

（2008年９月）

新規求職者数
689,577

（2009年１月）

新規求職者数
379,193

前月比＋5.5％
（2021年６月）

新規求人数
787,207

前月比＋4.9％
（2021年６月）

新規求人数や新規求職者数の動向について

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」により作成
（注）新規求人数、新規求職者数は季節調整値。シャドー部分は景気後退期。 5

○ 令和３年６月の新規求人数（季調値）は、前月比で4.9％増加となり、２か月連続の増加となった。３か月移動平均で基調の動きをみれば、６月
は＋0.6％（５月：＋1.5％、４月：＋0.2％、３月：▲0.2％）となった。ただし、緊急事態措置やまん延防止等重点措置の発令されていた地域で
は、｢飲食店｣｢娯楽業｣などを中心に、パートの新規求人数は弱い動きが続いており、引き続き感染症の影響に注視が必要である。

○ 令和３年６月の新規求職者数（季調値）は、前月比で5.5％増加となったが、その水準は同年３月・４月と比較して低い状況となっており、この
ところ新たに職を探される方が減少していることが、有効求職者が減少している要因となっている。



●主要産業別の新規求人数（前年同月比等が30％以上の大きなプラスとなった業種を機械的に赤網掛け等｡前年同月比等が30％以上の大きなマイナスとなった業種を機械的に青網掛け等）

○ 新規求人数の前年同月比をみると、６月の産業計は5.4％増加と、５月の7.7％増加と比較し、増加幅が縮小した。ただし、昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響によ
り、新規求人数が大幅に変動したことによる「反動」もあるため、前々年同月比をみると、６月は13.9％減少となり、５月の26.9％減少と比較し、減少幅が縮小した。

○ 「電子部品・デバイス・電子回路製造業」では、６月は41.4％増加と、５月の10.1％増加と比較し、増加幅は拡大した。引き続き、５Ｇ・ゲーム機向け・リモートワークの
増加に伴うパソコンへの需要の拡大などにより、民生用の半導体の需要が高まっていることが背景の１つと考えられる。また、「自動車・同付属品製造業」では、外需の回復
等がみられており、６月は6.6％減少と、５月の29.0％減少と比較し、減少幅は縮小した。ただし、世界的な半導体需要の高まりにより、自動車関連の半導体の供給制約によ
る自動車の生産調整等が懸念されており、自動車関連のサプライチェーンにおける雇用に与える影響に、引き続き注視が必要である。

○ 「宿泊業,飲食サービス業」では36.8％減少と、５月の51.4％から減少幅が縮小したが、大きな減少幅が続き、緊急事態措置等が発令される中で、厳しい状況が続いてい
る。

産業別の新規求人数の動向について

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。注）いずれもパートを含む値。 6

（％）

（参考）前々年同月比

４月 ５月 ６月
-21.5 -26.9 -13.9
-0.7 -4.4 9.0

-20.8 -25.5 -8.4
-26.6 -30.0 -17.8
-24.8 -34.0 -19.1
-29.3 -39.3 -26.2
-21.3 -25.6 -12.9
-46.4 -51.4 -36.8
-29.9 -32.1 -33.9
-11.1 -26.7 -3.5
-11.6 -15.3 -6.9
-24.5 -27.9 -10.5

●運輸業,郵便業 （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月

 運輸業,郵便業 ▲ 6.7 8.3 4.8 10.5 ▲ 24.8 ▲ 34.0 ▲ 19.1
 道路貨物運送業 ▲ 9.0 5.5 ▲ 1.5 9.5 ▲ 26.5 ▲ 36.9 ▲ 24.3
 鉄道・水運・航空運輸業 ▲ 7.8 10.6 ▲ 3.7 2.1 10.6 ▲ 3.7 2.1
 道路旅客運送業 ▲ 1.4 16.5 11.1 9.2 ▲ 17.1 ▲ 24.9 ▲ 7.7
 運輸に付帯するサービス業 ▲ 16.2 1.2 40.4 16.7 ▲ 27.0 ▲ 34.7 ▲ 15.7

●宿泊業,飲食サービス業 （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月

 宿泊業,飲食サービス業 ▲ 6.0 2.9 10.2 ▲ 10.6 ▲ 46.4 ▲ 51.4 ▲ 36.8
 宿泊業 30.9 55.4 61.6 23.9 ▲ 47.5 ▲ 62.5 ▲ 37.4
 飲食店　　　 ▲ 13.3 ▲ 4.3 4.6 ▲ 17.5 ▲ 47.4 ▲ 50.1 ▲ 37.5

●医療,福祉 （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月

 医療,福祉 ▲ 1.3 12.9 3.3 2.3 ▲ 11.6 ▲ 15.3 ▲ 6.9
 医療業 ▲ 1.5 15.1 8.1 7.7 ▲ 15.9 ▲ 20.4 ▲ 8.2
 社会保険・社会福祉・介護事業 ▲ 1.3 11.9 1.1 0.0 ▲ 9.5 ▲ 12.7 ▲ 6.3

令和３年 （参考）前々年同月比

令和３年 （参考）前々年同月比

令和３年 （参考）前々年同月比

●製造業 （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月
製造業 8.5 32.8 30.3 39.3 ▲ 20.8 ▲ 25.5 ▲ 8.4

 食料品製造業　　　　 4.3 20.1 1.1 11.4 ▲ 20.9 ▲ 35.1 ▲ 16.9
 はん用機械器具製造業 13.5 26.6 35.0 44.5 ▲ 22.0 ▲ 12.2 ▲ 2.5
 電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　 19.3 52.4 84.7 82.7 7.2 10.1 41.4
 電気機械器具製造業 7.5 55.5 27.9 49.4 ▲ 18.2 ▲ 28.2 ▲ 12.0
 輸送用機械器具製造業 12.9 47.1 51.4 106.8 ▲ 33.3 ▲ 31.1 ▲ 13.5

 自動車・同附属品製造業 26.3 74.5 97.7 160.6 ▲ 32.5 ▲ 29.0 ▲ 6.6
●サービス業（他に分類されないもの） （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月

 サービス業（他に分類されないもの） 7.0 19.0 15.8 15.6 ▲ 24.5 ▲ 27.9 ▲ 10.5
 職業紹介・労働者派遣業 18.0 39.4 45.9 45.8 ▲ 27.5 ▲ 31.1 ▲ 15.5
 その他の事業サービス業 4.6 11.7 5.2 6.5 ▲ 25.1 ▲ 29.4 ▲ 10.2

※「その他の事業サービス業」には「建物サービス業(ビルメンテナンス,清掃,消毒など)」「警備業」が含まれる。

●卸売業,小売業 （％）

３月 ４月 ５月 ６月 ４月 ５月 ６月
 卸売業,小売業 ▲ 12.6 8.5 ▲ 5.3 0.9 ▲ 29.3 ▲ 39.3 ▲ 26.2

 卸売業 2.9 24.4 15.2 9.2 ▲ 23.2 ▲ 32.6 ▲ 16.9
 小売業 ▲ 16.9 4.5 ▲ 10.2 ▲ 1.5 ▲ 30.9 ▲ 41.1 ▲ 28.8

令和３年 （参考）前々年同月比

令和３年 （参考）前々年同月比

令和３年 （参考）前々年同月比

令和２年 令和３年

６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月
全 産 業 -18.3 -28.6 -27.8 -17.3 -23.2 -21.4 -18.6 -11.6 -14.6 -0.7 15.2 7.7 5.4

建設業 2.6 -9.8 -6.4 5.9 -2.5 -4.4 6.5 11.9 10.0 16.3 17.9 7.8 6.2
製造業 -34.2 -40.9 -38.3 -26.7 -29.4 -24.9 -18.0 -11.3 -9.8 8.5 32.8 30.3 39.3
情報通信業 -19.7 -34.1 -34.6 -21.8 -28.6 -33.4 -26.8 -16.3 -23.2 -11.0 14.7 5.4 2.4
運輸業,郵便業 -26.8 -30.7 -30.7 -25.1 -23.4 -27.1 -25.2 -10.7 -21.0 -6.7 8.3 4.8 10.5
卸売業,小売業 -26.9 -33.4 -34.0 -28.3 -32.6 -27.4 -28.3 -17.2 -23.2 -12.6 8.5 -5.3 0.9
学術研究,専門・技術サービス業 -15.7 -26.9 -27.6 -14.8 -23.1 -23.1 -18.9 -12.2 -9.4 5.7 24.2 15.1 3.3
宿泊業,飲食サービス業 -29.4 -44.0 -49.1 -32.2 -38.2 -34.7 -31.4 -37.5 -41.0 -6.0 2.9 10.2 -10.6
生活関連サービス業,娯楽業 -34.8 -34.5 -41.0 -32.9 -35.4 -32.9 -30.8 -26.2 -23.2 -14.8 25.2 21.7 1.4
教育,学習支援業 -14.7 -21.6 -23.9 -0.2 -22.1 -26.4 -9.2 -11.6 -18.8 0.1 43.6 15.5 13.1
医療,福祉 -9.0 -21.0 -16.0 -7.8 -15.1 -12.0 -12.0 -5.1 -7.9 -1.3 12.9 3.3 2.3
サービス業（他に分類されないもの） -22.6 -32.2 -32.2 -18.9 -24.3 -23.5 -16.5 -6.9 -12.5 7.0 19.0 15.8 15.6



求職理由別にみた新規求職者の動向について

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成
注：パートタイムを含む常用に係る数値。「常用」とは、雇用契約において雇用期間の定めがないか又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

「離職者」とは、離職後１年以内の者をいう。「無業者」には、離職後１年を超える者を含む。 7

（参考）前々年同月比の動向
（右表注意）
稼働日の前々年差をみると、６月は＋２日、５月

は▲１日となり、稼働日要因により、６月はプラス
方向に影響が加わっていることに留意が必要。

○ 求職理由別にみた新規求職者（原数値）の前年同月比には、昨年４月の緊急事態宣言の影響による大幅な変動を受けた「反動」がみられるため、前々年同月比をみれば、
在職者は▲4.6％(５月：▲17.1％)、自己都合離職者は▲0.1％(５月：▲16.2％) 、無業者 ▲7.7％(５月：▲23.7％)となっており、いずれも減少幅が縮小した。

○ 他方、｢事業主都合離職｣は、前々年同月比で＋13.5％ (５月：▲4.6％)と増加に転じたが、本年４月から５月にかけての減少が大きかったことから、５月の前々年同月
比が一時的にマイナスになったためであり、４月の18.0％と比較すれば、６月の増加幅はやや縮小している。ただし、プラスであることから、引き続き注視が必要である。

うち事業主
都合

うち自己
都合

うち事業主
都合

うち自己
都合

2008年　８月 45 10 31 8 21 5 ▲ 5.4 ▲ 1.3 ▲ 6.8  2.7 ▲ 10.3 ▲ 4.0

９月 54 11 37 9 25 6  11.9  15.6  11.2  22.7  7.0  10.1

１０月 57 11 40 11 26 6  5.0  9.6  3.9  15.6 ▲ 0.7  4.0

１１月 44 9 31 9 19 5  3.4  8.6  2.8  22.3 ▲ 4.5 ▲ 2.3

１２月 46 10 32 12 18 4  38.4  47.4  37.6  84.3  18.5  26.1

2009年　１月 71 14 50 21 26 7  33.7  22.4  40.8  129.2  8.5  12.7

２月 68 15 45 19 23 8  31.1  20.4  39.3  144.4  2.8  11.8

３月 75 16 50 22 25 9  37.5  22.2  47.9  155.9  8.3  17.2

４月 89 12 69 32 31 9  29.8  12.9  35.8  105.4  1.7  13.8

５月 62 10 45 19 23 7  15.4  0.7  21.3  88.8 ▲ 5.6  3.6

６月 66 12 46 18 25 7  30.0  16.5  35.3  102.1  8.6  22.9

７月 62 11 45 18 24 6  23.4  7.5  28.7  88.9  3.2  19.2

８月 56 10 39 15 22 6  22.8  9.0  26.2  76.6  5.4  27.9

９月 61 11 42 15 24 7  13.0  4.0  15.0  59.5 ▲ 2.9  16.5

１０月 65 11 46 18 25 7  13.4  3.9  15.9  60.8 ▲ 4.3  13.3

１１月 53 10 37 14 21 6  18.9  6.2  21.7  51.6  6.6  24.7

１２月 47 9 33 13 18 5  1.2 ▲ 13.4  3.6  8.9 ▲ 1.6  18.0

2010年　１月 67 13 45 17 25 8 ▲ 6.0 ▲ 6.2 ▲ 9.5 ▲ 18.7 ▲ 4.1  21.2

２月 63 14 39 14 22 9 ▲ 7.9 ▲ 6.7 ▲ 12.7 ▲ 27.8 ▲ 1.7  18.3

３月 75 17 47 17 26 12  0.6  5.3 ▲ 6.4 ▲ 22.7  5.9  31.6

４月 85 12 62 25 31 11 ▲ 4.6  6.2 ▲ 9.8 ▲ 22.7  2.2  20.7

５月 63 11 43 15 25 9  1.7  13.4 ▲ 4.5 ▲ 18.9  6.1  25.8

６月 64 13 43 15 25 9 ▲ 1.8  7.9 ▲ 7.1 ▲ 17.5  0.1  15.9

７月 59 12 40 14 23 7 ▲ 5.4  5.9 ▲ 10.9 ▲ 21.8 ▲ 2.7  14.0

８月 58 12 39 13 23 8  4.5  15.5 ▲ 1.6 ▲ 13.4  6.2  25.0

９月 63 13 41 13 25 9  2.7  13.4 ▲ 3.2 ▲ 13.6  3.4  19.9

１０月 61 12 41 14 24 8 ▲ 6.0  5.0 ▲ 11.4 ▲ 23.0 ▲ 2.8  12.1

１１月 55 11 36 12 22 8  3.5  12.5 ▲ 2.7 ▲ 14.0  5.2  27.9

１２月 44 9 29 10 17 6 ▲ 5.9  3.8 ▲ 12.0 ▲ 21.4 ▲ 4.6  16.0

無業者

リーマンショック時の求職理由別新規求職者数の推移

原数値（万人） 前年比（％）

合計 在職者 離職者 無業者 合計 在職者 離職者
うち事業

主
都合

うち自己
都合

うち事業主
都合

うち自己
都合

2019年　４月 51 10 37 12 22 5 ▲ 4.0 ▲ 7.6 ▲ 1.7 ▲ 6.0 ▲ 1.4 ▲ 13.1

５月 41 10 27 7 18 4 ▲ 6.4 ▲ 12.2 ▲ 3.1 ▲ 6.1 ▲ 2.8 ▲ 12.3

６月 37 10 23 5 16 4 ▲ 2.2 ▲ 5.6 0.0 ▲ 1.0 0.4 ▲ 5.9

７月 39 11 25 6 17 4 6.5 5.3 7.4 9.0 7.6 3.7

８月 35 10 22 5 15 4 ▲ 8.9 ▲ 10.8 ▲ 7.2 ▲ 6.7 ▲ 6.9 ▲ 13.3

９月 38 10 24 5 17 4 7.3 4.0 9.0 9.9 9.1 5.8

１０月 39 10 25 6 17 4 ▲ 7.6 ▲ 9.4 ▲ 6.0 ▲ 1.1 ▲ 7.1 ▲ 12.6

１１月 33 9 20 5 14 3 ▲ 5.2 ▲ 7.4 ▲ 3.5 ▲ 0.1 ▲ 4.3 ▲ 9.3

１２月 29 9 18 5 12 3 5.2 5.0 5.5 7.7 5.0 4.0

 2020年　１月 42 13 26 6 18 4 ▲ 0.1 ▲ 3.2 2.6 1.0 2.9 ▲ 7.0

２月 38 13 22 5 15 3 ▲ 6.2 ▲ 7.4 ▲ 3.3 0.3 ▲ 4.5 ▲ 17.5

３月 40 13 24 6 16 4 ▲ 2.9 ▲ 3.0 0.9 7.3 ▲ 1.3 ▲ 20.9

４月 46 8 36 12 20 3 ▲ 10.2 ▲ 20.4 ▲ 4.1 6.4 ▲ 8.7 ▲ 39.3

５月 35 7 26 9 15 2 ▲ 14.9 ▲ 30.6 ▲ 4.1 31.3 ▲ 16.6 ▲ 48.4

６月 43 10 30 10 18 4 16.3 ▲ 4.3 28.4 81.7 11.2 ▲ 1.8

７月 39 9 26 9 16 3 ▲ 1.7 ▲ 15.2 5.9 47.7 ▲ 8.4 ▲ 14.6

８月 34 8 22 7 14 3 ▲ 2.6 ▲ 14.0 4.2 42.1 ▲ 7.2 ▲ 12.0

９月 37 9 24 7 16 4 ▲ 2.5 ▲ 9.1 2.4 35.4 ▲ 8.0 ▲ 14.7

１０月 40 9 27 8 17 4 2.8 ▲ 6.8 8.1 33.5 ▲ 1.3 ▲ 6.7

１１月 31 8 21 6 14 3 ▲ 4.6 ▲ 13.0 1.3 18.4 ▲ 4.5 ▲ 17.4

１２月 28 8 18 5 12 2 ▲ 3.6 ▲ 11.8 2.8 16.5 ▲ 2.3 ▲ 17.7

2021年　１月 38 11 24 7 16 3 ▲ 9.8 ▲ 13.3 ▲ 6.8 9.7 ▲ 12.2 ▲ 19.8

２月 39 13 23 6 15 3 1.7 ▲ 1.7 4.8 18.7 0.0 ▲ 4.5

３月 45 14 26 7 17 5 11.1 5.2 12.3 23.5 8.1 23.8

４月 53 9 39 14 22 4 15.0 22.0 10.0 10.9 8.8 60.1

５月 35 8 24 7 15 3 ▲ 0.3 19.4 ▲ 9.5 ▲ 27.3 0.4 47.9

６月 37 10 24 6 16 4 ▲ 14.0 ▲ 0.3 ▲ 19.5 ▲ 37.5 ▲ 10.2 ▲ 6.0

離職者 無業者合計 在職者 離職者 無業者 合計 在職者

足下の求職理由別新規求職者数の推移

原数値（万人） 前年比（％）

2021年　４月 3.2 ▲ 2.9 5.5 18.0 ▲ 0.7 ▲ 2.8

５月 ▲ 15.2 ▲ 17.1 ▲ 13.2 ▲ 4.6 ▲ 16.2 ▲ 23.7

６月 0.0 ▲ 4.6 3.4 13.5 ▲ 0.1 ▲ 7.7



都道府県別有効求人倍率（令和３年６月）※一般（パート含む）、就業地別、季節調整値。（令和２年１月➡令和３年５月➡令和３年６月を示している。） （倍）

就業地別・都道府県別にみた有効求人倍率について

8
※福岡県は、四捨五入の関係で1.00倍となっているが、小数点第３位までみれば、１倍を下回っているため、黄色セルとなっている。
（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」により作成

○ 令和３年６月の就業地別・都道府県別の有効求人倍率をみると、前月に１倍を下回っていた千葉県が１倍を上回り、合計で５都府県（東京都、神奈川
県、大阪府、福岡県、沖縄県）において、１倍を下回る水準となり、前月より１か所減少となった。

北海道 1.22 ➨ 1.04 ➨ 1.05 岐阜県 2.00 ➨ 1.39 ➨ 1.44 佐賀県 1.41 ➨ 1.38 ➨ 1.39

青森県 1.20 ➨ 1.17 ➨ 1.19 静岡県 1.48 ➨ 1.15 ➨ 1.21 長崎県 1.25 ➨ 1.18 ➨ 1.16

岩手県 1.30 ➨ 1.35 ➨ 1.34 愛知県 1.67 ➨ 1.08 ➨ 1.13 熊本県 1.59 ➨ 1.49 ➨ 1.53

宮城県 1.46 ➨ 1.30 ➨ 1.34 三重県 1.68 ➨ 1.32 ➨ 1.38 大分県 1.57 ➨ 1.25 ➨ 1.28

秋田県 1.51 ➨ 1.57 ➨ 1.59 滋賀県 1.47 ➨ 1.16 ➨ 1.21 宮崎県 1.46 ➨ 1.43 ➨ 1.43

山形県 1.45 ➨ 1.34 ➨ 1.36 京都府 1.55 ➨ 1.06 ➨ 1.10 鹿児島県 1.41 ➨ 1.36 ➨ 1.35

福島県 1.57 ➨ 1.41 ➨ 1.46 大阪府 1.45 ➨ 0.90 ➨ 0.96 沖縄県 1.20 ➨ 0.83 ➨ 0.88

茨城県 1.68 ➨ 1.43 ➨ 1.51 兵庫県 1.43 ➨ 1.03 ➨ 1.06

栃木県 1.43 ➨ 1.12 ➨ 1.19 奈良県 1.63 ➨ 1.33 ➨ 1.34 全国 1.51 ➨ 1.09 ➨ 1.13

群馬県 1.62 ➨ 1.31 ➨ 1.36 和歌山県 1.41 ➨ 1.13 ➨ 1.17

埼玉県 1.34 ➨ 1.04 ➨ 1.08 鳥取県 1.65 ➨ 1.49 ➨ 1.55

千葉県 1.43 ➨ 0.99 ➨ 1.02 島根県 1.77 ➨ 1.60 ➨ 1.63

東京都 1.44 ➨ 0.85 ➨ 0.89 岡山県 1.90 ➨ 1.46 ➨ 1.50

神奈川県 1.29 ➨ 0.91 ➨ 0.94 広島県 1.62 ➨ 1.23 ➨ 1.27

新潟県 1.49 ➨ 1.28 ➨ 1.32 山口県 1.65 ➨ 1.53 ➨ 1.55

富山県 1.79 ➨ 1.49 ➨ 1.51 徳島県 1.48 ➨ 1.32 ➨ 1.30

石川県 1.63 ➨ 1.35 ➨ 1.37 香川県 1.89 ➨ 1.44 ➨ 1.45

福井県 1.99 ➨ 1.81 ➨ 1.88 愛媛県 1.64 ➨ 1.40 ➨ 1.43

山梨県 1.42 ➨ 1.38 ➨ 1.40 高知県 1.25 ➨ 1.13 ➨ 1.15

長野県 1.47 ➨ 1.38 ➨ 1.48 福岡県 1.37 ➨ 0.97 ➨ 1.00(※)



６月の労働力調査の概況について

注）１）「15歳以上人口」については、「労働力人口」「非労
働力人口」以外に「不詳」が含まれる。

２）「就業者」については、「雇用者」「自営
業・家族従業員」以外に「不詳」が含まれる。

３）「完全失業者」については、「自己都合」
「非自発的な離職」「新たに就職」以外に
「不詳」が含まれる。

４）「家事」については、育児や介護も含まれる。
５）「非正規の職員・従業員」の内訳には、記載項

目以外に「その他」「不祥」が含まれる。 9

労働力人口

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

非労働力人口

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

就業者

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

完全失業者
（原数値：

前年差：

15歳以上人口

（原数値：
前年差：

通学

（原数値：
前年差：

家事

（原数値：
前年差：

その他
（高齢者など）

（原数値：
前年差：

従業者

休業者

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

雇用者

（原数値：
前年差

自営業・家族従業員

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

自己都合

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

非自発的な離職

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

新たに求職

（原数値：
前年差

役員

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

正規の職員・従業員

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

非正規の職員・従業員

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

パート

アルバイト

契約社員

派遣社員

嘱託

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

うち勤め先や事業の都合

11,050万人

5月 ▲ 26万人
⇒6月 ▲ 36万人）

6,898万人

+33万人）

6,871万人

+15万人）

4,142万人

▲ 68万人）

4,165万人

▲ 27万人）

6,692万人

+22万人）

6,666万人

+21万人）

206万人

+11万人）

202万人

▲ 2万人）

577万人

5月 +35万人
⇒6月 ▲ 9万人）

2,319万人

5月 ▲ 18万人
⇒6月 ▲ 6万人）

1,246万人
5月 ▲ 67万人

⇒6月 ▲ 52万人）

6,510万人

（原数値：
前年差：

5月 +223万人
⇒6月 +76万人）

182万人
5月 ▲ 211万人

⇒6月 ▲ 54万人）

5,980万人

+51万人）

5,975万人

+20万人）

674万人
5月 ▲ 18万人

⇒6月 ▲ 20万人）

77万人
+5万人）

79万人

▲ 2万人）

60万人

▲ 1万人）

56万人

▲ 7万人）

53万人

+3万人）

50万人

+2万人）

328万人

5月 ▲ 6万人
⇒6月 +5万人）

3,576万人

5月 +22万人
⇒6月 +15万人）

3,552万人
+11万人）

2,075万人

5月 +16万人
⇒6月 +31万人）

2,093万人
▲ 2万人）

1,034万人

5月 +32万人
⇒6月 +47万人）

431万人

5月 ▲ 6万人
⇒6月 +1万人）

277万人
5月 +1万人

⇒6月 +2万人）

139万人

5月 +1万人
⇒6月 ▲ 3万人）

114万人
5月 ▲ 6万人

⇒6月 ▲ 8万人）

39万人

▲ 2万人）

36万人

▲ 5万人）



10

（参考）５月の労働力調査の概況について

注）１）「15歳以上人口」については、「労働力人口」「非労
働力人口」以外に「不詳」が含まれる。

２）「就業者」については、「雇用者」「自営
業・家族従業員」以外に「不詳」が含まれる。

３）「完全失業者」については、「自己都合」
「非自発的な離職」「新たに就職」以外に
「不詳」が含まれる。

４）「家事」については、育児や介護も含まれる。
５）「非正規の職員・従業員」の内訳には、記載項

目以外に「その他」「不祥」が含まれる。

労働力人口

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

非労働力人口

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

就業者

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

完全失業者
（原数値：

前年差：

15歳以上人口

（原数値：
前年差：

通学

（原数値：
前年差：

家事

（原数値：
前年差：

その他
（高齢者など）

（原数値：
前年差：

従業者

休業者

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

雇用者

（原数値：
前年差

自営業・家族従業員

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

自己都合

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

非自発的な離職

（原数値：
前年差

（季調値：
前月差

新たに求職

（原数値：
前年差

役員

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

正規の職員・従業員

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

非正規の職員・従業員

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

（原数値：
前年差：

パート

アルバイト

契約社員

派遣社員

嘱託

（原数値：
前年差：

（季調値：
前月差：

うち勤め先や事業の都合

（原数値：
前年差：

11,058万人

4月 ▲ 35万人
⇒5月 ▲ 26万人）

6,879万人

+25万人）

6,856万人

▲ 6万人）

4,171万人

▲ 50万人）

4,192万人

+17万人）

6,667万人

+11万人）

6,645万人

▲ 13万人）

211万人

+13万人）

204万人
+10万人）

586万人

4月 +49万人
⇒5月 +35万人

1,262万人

4月 ▲ 35万人
⇒5月 ▲ 67万人）

2,323万人

4月 ▲ 97万人
⇒5月 ▲ 18万人）

6,455万人

4月 +426万人
⇒5月 +223万人

212万人

4月 ▲ 398万人
⇒5月 ▲ 211万人）

5,950万人

+30万人）

5,955万人

▲ 5万人）

677万人

4月 +13万人
⇒5月 ▲ 18万人）

+6万人）

81万人

+7万人）

66万人

+12万人）

63万人
+3万人）

51万人

▲ 3万人）

48万人

▲ 1万人）

334万人

4月 ▲ 3万人
⇒5月 ▲ 6万人）

3,556万人

4月 +5万人
⇒5月 +22万人

3,541万人
▲ 16万人）

2,061万人

4月 +20万人
⇒5月 +16万人

2,095万人

+19万人）

43万人

+8万人）

41万人

+2万人）

1,018万人

4月 +15万人
⇒5月 +32万人

415万人
4月 +7万人

⇒5月 ▲ 6万人）

294万人

4月 ▲ 8万人
⇒5月 +1万人

138万人

4月 +7万人
⇒5月 +1万人

112万人

4月 ▲ 2万人
⇒5月 ▲ 6万人）

79万人

10



非労働力人口

15歳以上人口

労働力人口

正規の職員・従業員

従業者

非自発的な離職

雇用者 非正規の職員・従業員

新たに求職

休業者

その他
（高齢者など）

家事

通学

自己都合

（参考） 労働力調査の原数値に係る「前年差」「前々年差」の動向について

自営業・家族従業員

役員

注）１）「15歳以上人口」については、「労働力人口」「非労
働力人口」以外に「不詳」が含まれる。

２）「就業者」については、「雇用者」「自営
業・家族従業員」以外に「不詳」が含まれる。

３）「完全失業者」については、「自己都合」
「非自発的な離職」「新たに就職」以外に
「不詳」が含まれる。

４）「家事」については、育児や介護も含まれる。
５）「非正規の職員・従業員」の内訳には、記載項

目以外に「その他」「不祥」が含まれる。

パート

契約社員 派遣社員

嘱託

アルバイト

完全失業者

就業者

11

うち勤め先や事業の都合

●表の見方について（単位：万人）

5月 6月

① ▲ 26 ▲ 36

② ▲ 35 ▲ 43

5月 6月

① +25 +33

② ▲ 19 ▲ 11

5月 6月

① +11 +22

② ▲ 65 ▲ 55

5月 6月

① +223 +76

② ▲ 128 ▲ 91

5月 6月

① ▲ 211 ▲ 54

② +63 +36

5月 6月

① ▲ 18 ▲ 20

② ▲ 20 ▲ 11

5月 6月

① +30 +51

② ▲ 43 ▲ 43

5月 6月

① ▲ 6 +5

② ▲ 17 ▲ 16

5月 6月

① +22 +15

② +21 +45

5月 6月

① +16 +31

② ▲ 45 ▲ 73

5月 6月

① +32 +47

② ▲ 5 ▲ 7

5月 6月

① ▲ 6 +1

② ▲ 37 ▲ 32

5月 6月

① +1 +2

② +8 ▲ 14

5月 6月

① +1 ▲ 3

② +6 ▲ 3

5月 6月

① ▲ 6 ▲ 8

② ▲ 13 ▲ 15

5月 6月

① +13 +11

② +46 +44

5月 6月

① +6 +5

② +11 +11

5月 6月

① +12 ▲ 1

② +27 +23

5月 6月

① +8 ▲ 2

② +20 +17

5月 6月

① ▲ 3 +3

② +11 +10

5月 6月

① ▲ 50 ▲ 68

② ▲ 13 ▲ 32
5月 6月

① ▲ 67 ▲ 52

② ▲ 72 ▲ 90

5月 6月

① +35 ▲ 9

② +4 ▲ 7

5月 6月

① ▲ 18 ▲ 6

② +55 +64

5月 6月

①

②

令和２年と比較

した「前年差」

令和元年と比較

した「前々年差」
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完全失業率 2.6％
男性：2.8％
女性：2.2％

（2020年４月）

（月）
（年）

2008年９月15日
リーマンブラザーズ破綻

完全失業率 4.0％
男性：4.1％
女性：3.8％

（2008年9月）

男女差：0.3％ pt

男女差：1.0％ pt

男女差：0.4％ pt

男女差：0.6％ pt

性別でみた完全失業率の動向

資料出所 総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
注） １）数値は、季節調整値となっている。

（単位：％）

完全失業率 5.5％
男性：5.9％
女性：4.9％

（2009年７月）

12

2020年４月
緊急事態宣言発令

完全失業率 2.9％
男性：3.1％
女性：2.7％

（2021年６月）

○ 完全失業率（季整値）を性別でみると、令和３年６月は、男性が3.1％、女性が2.7％となり、前月と比較すると、男性は低下、女性は横ばいとなった。
○ 完全失業率（季整値）に関する男女差をみると、令和３年６月では0.4％ポイントの差（５月：男女差0.5％ポイント）となった。完全失業率（季整値）

に関する男女差は、女性の完全失業率が横ばいとなった中で、男性の完全失業率が0.1％ポイント低下したことから５月より縮小したが、引き続き注視が
必要である。



1000

1100

1200

1300

1400

1500

3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6

2013 14 15 16 17 18 19 20 21

雇用形態別・性別でみた雇用者数の動向

資料出所 総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
注） １）数値は、季節調整値となっている。

（単位：万人） （単位：万人）

13

2020年４月
緊急事態宣言発令

(月)
(年)

(月)
(年)

2020年４月
緊急事態宣言発令

非正規の職員・従業員
（右軸,太線は３MA,破線は単月）

正規の職員・従業員
（左軸,太線は３MA,破線は単月）

非正規の職員・従業員
（太線は３MA,破線は単月）

正規の職員・従業員
（太線は３MA,破線は単月）

雇用形態別にみた男性雇用者数の動向 雇用形態別にみた女性雇用者数の動向
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【雇用形態別雇用者数】

正規の職員・従業員： 2353万人→2361万人(＋８)
非正規の職員・従業員： 639万人→ 637万人(▲２)

※（）は前月差

2021年 2021年
５月 ６月

【雇用形態別雇用者数】

正規の職員・従業員：1188万人→1192万人（＋４）
非正規の職員・従業員：1451万人→1454万人（＋３）

※（）は前月差

2021年 2021年
５月 ６月

○ 雇用者数（季調値）を性別・雇用形態別でみると、令和３年６月において、
・男性では、正規の職員・従業員が前月差＋８万人と２ヶ月連続のプラスとなり、３ヶ月移動平均も増加が続いている。一方、非正規の職員・従業員が前
月差▲２万人と３ヶ月連続のマイナスとなり、３か月移動平均も減少が続いている。

・女性では、正規の職員・従業員が前月差＋４万人と３か月ぶりのプラスとなったが、４月・５月の減少幅（▲61万人）を踏まえれば、ここ数ヶ月の減少
幅は引き続き大きい状況にあり、統計的な振れが続いている可能性もあるが、注視が必要。一方、非正規の職員・従業員が前月差＋３万人と４か月連続
のプラスとなり、持ち直しの動きが続いており、６月は1,454万人と、昨年の緊急事態宣言発令前に近い水準（2020年３月：1460万人）となっている。
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産業別及び雇用形態別でみた雇用者数の動向

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
（注）１）「農業,林業」「複合型サービス業」「公務」の業種は割愛している。

２）労働力調査（基本集計）における雇用形態別の雇用者の月次の動向については、2013年１月以降に調査を開始しており、遡れる比較対象として2013年１月を例示している。

（単位：万人）

○ 昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により、雇用者数が大幅に変動したことによる「反動」がみられるため、前々年同月差をみると、
５月から６月にかけて、
・正規雇用労働者では、「製造業」「情報通信業」「卸売業,小売業」「学術研究,専門・技術サービス」「サービス業(他に分類されないもの)」
などにおいて増加がみられた一方で、特に「医療,福祉」「教育,学習支援業」において大きな減少がみられた。

・非正規雇用労働者では、「製造業」「卸売業,小売業」「宿泊業,飲食サービス業」などにおいて増加がみられた一方で、「情報通信業」「運輸
業,郵便業」「教育,学習支援業」「医療,福祉」「サービス業（他に分類されないもの）」などにおいて幅広く減少がみられた。

14

正規雇用労働者数
非正規雇用労働者数

2013年６月

2019年６月

2020年６月 2021年６月

【参考：2021年４月～６月の主な産業別の雇用者数の前々年同月差（雇用形態別）】
５月 → ６月 ５月 → ６月

製造業：正規 ▲９万人→＋12万人 非正規 ▲25万人→▲19万人
情報通信業：正規 ＋20万人→＋29万人 非正規 ±０万人→▲８万人

運輸業，郵便業：正規 ±０万人→±０万人 非正規 ▲４万人→▲16万人
卸売業，小売業：正規 ▲７万人→＋13万人 非正規 ▲６万人→＋15万人

学術研究,専門・技術サービス業：正規 ＋１万人→＋19万人 非正規 ＋２万人→▲４万人
宿泊業，飲食サービス業：正規 ▲３万人→▲５万人 非正規 ▲30万人→▲16万人

生活関連サービス業，娯楽業：正規 ▲11万人→▲10万人 非正規 ▲19万人→▲21万人
教育,学習支援業：正規 ＋６万人→▲４万人 非正規 ＋９万人→＋３万人

医療，福祉：正規 ＋25万人→▲５万人 非正規 ＋29万人→＋20万人
サービス業(他に分類されないもの)：正規 ＋８万人→＋20万人 非正規 ＋17万人→＋１万人

製
造
業

情
報
通
信
業

医
療

福
祉

,

建
設
業
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正規の職員・

従業員

非正規の職員・

従業員

パート・

アルバイト

労働者派遣

事業所の

派遣社員

契約

社員

嘱託

2月 3月 4月 5月 6月

【参考：2020年7月の雇用形態別の雇用者数の前年同月差（男女別）】
正規の職員・従業員：男性 23万人 女性 29万人

非正規の職員・従業員：男性 ▲50万人 女性 ▲81万人
パート・アルバイト：男性 ▲21万人 女性 ▲64万人

派遣社員：男性 ▲15万人 女性 ▲1万人
契約社員：男性 ▲9万人 女性 ▲9万人

嘱託：男性 ▲7万人 女性 ▲8万人

雇用形態別・性別にみた雇用者の動向について

資料出所 総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
注） １）参考として記載している雇用者数については、原数値となっている。

２）非正規の職員・従業員については、「パート・アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」以外に、「その他」があるが、ここでは割愛している。
３）2020年７月は、非正規の職員・従業員の男女計の前年同月差が過去最大の減少幅となった。 15

○ 令和３年６月の非正規雇用労働者の前年同月差は、昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により、女性パート・アルバイトを中心に、大幅
に減少したことによる「反動増」がみられるため、前々年同月差をみると、男性のパート・アルバイトは、引き続き減少幅が大きいものの、その
減少幅は縮小した。一方、女性のパート・アルバイトは減少幅が拡大しており、引き続き注視が必要である。
なお、男性・契約社員は、前々年の５月から６月に掛けての動向による｢反動｣の影響が生じている可能性があることに留意が必要であり、ま

た、単月の動きでもあるため、引き続き注視が必要である。

○ 同様に、正規雇用労働者の前々年同月差をみると、５月から６月にかけて、男女ともに増加幅が拡大した。

（単位：万人） 雇用形態別・性別にみた雇用者の動向（前年同月差）

【参考：2021年５月及び６月の雇用形態別の雇用者数の前々年同月差（男女別）】

５月 → ６月 ５月 → ６月
正規の職員・従業員：男性 ＋１万人→＋17万人 女性 ＋20万人 →＋29万人

非正規の職員・従業員：男性 ▲41万人→▲58万人 女性 ▲５万人 →▲15万人
パート・アルバイト：男性 ▲29万人→▲19万人 女性 ▲14万人 →▲21万人

派遣社員：男性 ＋１万人→▲６万人 女性 ＋６万人 →＋３万人
契約社員：男性 ＋４万人→▲17万人 女性 ＋４万人 →＋３万人

嘱託：男性 ▲９万人→▲７万人 女性 ▲４万人 →▲８万人
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足下の休業者の動向について（就業形態別）

資料出所 総務省「労働力調査」により作成。
注：実数については全て原数値。

労働力調査における「休業者」とは、仕事を持ちながら、調査週間中に少しも仕事をしなかった者のうち、
1.雇用者で、給料・賃金の支払を受けている者又は受けることになっている者。
なお、職場の就業規則などで定められている育児（介護）休業期間中の者も、職場から給料・賃金をもらうことになっている場合等は休業者となる。

2.自営業主で、自分の経営する事業を持ったままで、その仕事を休み始めてから30日にならない者。
なお、家族従業者で調査週間中に少しも仕事をしなかった者は、休業者とはならず、完全失業者又は非労働力人口のいずれかとなる。

16

※労働力調査における「休業者」の定義は上記のようになっており、例えば、「月末１週間は仕事をしていたものの、それ以外の期間において休業されていた方」などは含ま
れないことから、解釈には一定の留意が必要である。

○ 令和３年６月の休業者数は182万人と、前年同月差で54万人の減少となった。昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により休業者数が大幅に増加した
ことによる「反動減」と考えられるため、前々年同月差をみると、36万人増加となり、５月の63万人増加と比較すると、その増加幅は縮小した。
ただし、足下では、新型コロナウイルス感染症の新規感染者数が増加傾向にあることから、その動向については、引き続き注視していく。

（単位：万人）

４月

２月

就業形態別でみた休業者の動向（前年同月差）

３月

５月

６月

非正規雇用労働者
雇用形態別の内訳

休業者 597万人 （＋420万人） パート 134万人 （＋109万人）
自営業主 70万人 （＋48万人） アルバイト 98万人 （＋80万人）
役員 23万人 （＋16万人） 労働者派遣事業所の派遣社員 16万人 （＋13万人）
正規の職員・従業員 193万人 （＋113万人） 契約社員 30万人 （＋23万人）
非正規の職員・従業員 300万人 （＋240万人） 嘱託 ９万人 （＋５万人）

その他 14万人 （＋10万人）

【参考：2020年４月の休業者数（前年同月差） 】

【休業者数の動向（前年同月差）≪前々年同月差≫】（2019年 178万人→2020年 259万人）
２月 228万人（＋32万人） ≪＋51万人≫ うち雇用者数178万人（＋14万人） ≪＋30万人≫
３月 220万人（▲29万人） ≪＋２万人≫ うち雇用者数185万人（▲28万人） ≪＋３万人≫
４月 199万人（▲398万人）≪＋22万人≫ うち雇用者数165万人（▲351万人）≪＋18万人≫
５月 212万人（▲211万人）≪＋63万人≫ うち雇用者数163万人（▲191万人）≪＋38万人≫
６月 182万人（▲54万人） ≪＋36万人≫ うち雇用者数143万人（▲49万人） ≪＋17万人≫

【就業形態別の休業数の前月からの動き(前々年同月差)】

５月 → ６月
自営業主： ＋22万人→＋14万人

役員： ＋２万人→＋１万人
正規の職員・従業員： ＋７万人→＋３万人

非正規の職員・従業員： ＋29万人→＋13万人
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（単位：万人）

４月３月

５月

産業別にみた休業者の動向（前年同月差）

２月

６月

足下の休業者の動向について（産業別）

資料出所 総務省「労働力調査」により作成
注：｢農業,林業,漁業｣｢鉱業，採石業，砂利採取業｣｢電気・ガス・熱供給・水道業｣｢複合型サービス｣｢公務（他に分類されるものを除く）｣は割愛している。 17

○ 昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により休業者数が大幅に増加したことによる「反動減」と考えられるため、令和３年６月の休業者数
の前々同月差を産業別にみると、特に「宿泊業、飲食サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」において増加幅が縮小しており、その他に
「建設業」「運輸業,郵便業」「教育,学習支援業」「医療,福祉」などにおいて増加幅が縮小している。

【参考：2021年５月及び６月の休業者数（前々年同月差）】
５月 → ６月 ５月 → ６月 ５月 → ６月

建設業 ＋２万人 →＋０万人 卸売業,小売業 ＋５万人 →＋５万人 宿泊業,飲食サービス業 ＋32万人 →＋14万人
製造業 ＋２万人 →＋３万人 金融業,保険業 ＋１万人 →＋１万人 生活関連サービス業,娯楽業 ＋５万人 →＋０万人
情報通信業 ▲１万人 →＋１万人 不動産業,物品賃貸業 ＋０万人 →＋１万人 教育,学習支援業 ＋３万人 →＋２万人
運輸業,郵便業 ＋３万人 →＋１万人 学術研究,専門・技術サービス業 ＋１万人 →＋１万人 医療,福祉 ＋０万人 →▲２万人

サービス業(他に分類されないもの) ＋５万人 →＋６万人

建設業 29万人 （＋15万人） 金融業,保険業 12万人 （＋７万人） 生活関連サービス業,娯楽業 54万人 （＋48万人）

製造業 57万人 （＋33万人） 不動産業,物品賃貸業 ９万人 （＋６万人） 教育,学習支援業 55万人 （＋45万人）

情報通信業 13万人 （＋７万人） 学術研究,専門・技術サービス業 19万人 （＋13万人） 医療,福祉 50万人 （＋25万人）

運輸業,郵便業 25万人 （＋17万人） 宿泊業,飲食サービス業 105万人 （＋95万人） サービス業(他に分類されないもの) 36万人 （＋26万人）

卸売業,小売業 90万人 （＋68万人）

【参考：2020年４月の休業者数（前年同月差） 】



（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
注）１）就業状態の区分については、「不詳」「前月いなかった者(転入)」「役員」などの項目があるため、令和３年２月の「自営業主・家族従業員」「正規の職員・従業員」

「非正規の職員・従業員」「完全失業者」「非労働力人口」を合算しても、各月の総数とは合致しないことに留意が必要。
２）各値は原数値を示している。各値は、２ヶ月目調査の調査世帯のみを対象とした集計結果であるため、通常の公表値と比較すると、一定の差異が生じ得ることに留意が必要。 18

（単位：万人、数値は原数値、（）は前年差、【 】は構成比、＜＞は前々年同月差）

前職の雇用形態別にみた完全失業者の動向について

○ ２か月目の調査世帯のみを対象とした集計結果により、令和３年６月に完全失業者である方の５月の就業状態をみると、２か月連続で完全失業者であ
る方の前年差が11万人増加となり、５月の18万人増加と比較すると、その増加幅は縮小した。なお、前々年差でみても、２か月連続で完全失業者である
方は35万人増加と、５月の44万人増加と比較し、その増加幅は縮小した。都道府県労働局からの情報によれば、失業状態にある方でも、ワクチン接種が
進展した後に、本格的に職探しに取り組みたいと考えている方なども引き続き一部にいることが想定され、今後の動向を注視する必要がある。

○ また、非労働力人口から完全失業者になった方が、今月は増加しており、一部に求職活動を再開する動きもみられる。

パート・
アルバイト

労働者派遣
事業所の
派遣社員

契約社員・
嘱託

124 1 16 5 11 6 3 1 27
(＋15) (▲1) (▲6) (▲3) (▲3) (▲3) (＋1) (▲2) (＋7)

【73.8%】 【0.6%】 【9.5%】 【3.0%】 【6.5%】 【3.6%】 【1.8%】 【0.6%】 【16.1%】
150 1 23 8 15 10 3 3 22

(＋43) (±0) (＋5) (＋2) (＋3) (＋2) (＋1) (＋2) (±0)
【76.5%】 【0.5%】 【11.7%】 【4.1%】 【7.7%】 【5.1%】 【1.5%】 【1.5%】 【11.2%】

141 2 17 6 11 7 2 1 29
(＋29) (＋2) (▲1) (▲1) (±0) (±0) (±0) (▲1) (＋8)

【73.8%】 【1.0%】 【8.9%】 【3.1%】 【5.8%】 【3.7%】 【1.0%】 【0.5%】 【15.2%】
163 2 18 6 11 8 1 2 20

(＋40) (＋1) (＋5) (＋2) (＋1) (＋1) (▲1) (＋2) (▲4)
【79.9%】 【1.0%】 【8.8%】 【2.9%】 【5.4%】 【3.9%】 【0.5%】 【1.0%】 【9.8%】

153 1 13 5 8 4 2 2 17
(＋40) (▲1) (▲3) (▲1) (▲2) (▲3) (±0) (＋1) (▲4)

【83.2%】 【0.5%】 【7.1%】 【2.7%】 【4.3%】 【2.2%】 【1.1%】 【1.1%】 【9.2%】
142 3 15 5 10 6 1 2 22

(＋45) (＋1) (＋0) (▲1) (＋0) (＋1) (▲2) (＋1) (▲2)
【77.6%】 【1.6%】 【8.2%】 【2.7%】 【5.5%】 【3.3%】 【0.5%】 【1.1%】 【12.0%】

143 2 18 5 12 8 2 3 24
(＋36) (＋1) (＋0) (＋0) (▲2) (＋0) (±1) (＋1) (＋0)

【76.5%】 【1.1%】 【9.6%】 【2.7%】 【6.4%】 【4.3%】 【1.1%】 【1.6%】 【12.8%】
145 1 17 7 10 5 2 2 29

(＋43) (＋0) (＋3) (▲1) (＋4) (＋1) (±1) (＋1) (＋1)
【75.1%】 【0.5%】 【8.8%】 【3.6%】 【5.2%】 【2.6%】 【1.0%】 【1.0%】 【15.0%】

129 3 18 7 11 7 1 1 27
(＋18) (＋3) (▲2) (＋1) (▲3) (▲4) (±0) (▲1) (▲6)

【72.9%】 【1.7%】 【10.2%】 【4.0%】 【6.2%】 【4.0%】 【0.6%】 【0.6%】 【15.3%】
127 1 34 15 20 13 2 4 28

(＋5) (＋0) (＋3) (＋10) (▲6) (＋0) (▲3) (▲2) (＋5)
【66.5%】 【0.5%】 【17.8%】 【7.9%】 【10.5%】 【6.8%】 【1.0%】 【2.1%】 【14.7%】

<＋5> <±0> <＋2> <＋2> <±0> <＋3> <±0> <▲5> <＋6>
155 2 19 6 13 6 2 2 27

(＋18) (＋1) (▲1) (＋0) (▲1) (▲3) (±0) (＋0) (＋3)
【76.4%】 【1.0%】 【9.4%】 【3.0%】 【6.4%】 【3.0%】 【1.0%】 【1.0%】 【13.3%】
<＋44> <±0> <＋6> <＋2> <＋4> <±0> <±0> <▲1> <▲2>
155 2 16 5 11 8 1 1 28

(＋11) (＋2) (＋1) (▲1) (＋2) (＋3) (▲1) (＋0) (＋4)
【77.5%】 【1.0%】 【8.0%】 【2.5%】 【5.5%】 【4.0%】 【0.5%】 【0.5%】 【14.0%】
<＋35> <＋2> <＋5> <＋1> <＋4> <＋5> <▲1> <▲2> <＋4>

2020年７月
（完全失業者）

12月
（完全失業者）

５月
（完全失業者）

196

９月
（完全失業者）

191

10月
（完全失業者）

204

11月
（完全失業者）

184

203

６月
（完全失業者）

200

調査時点 総数

調査時点において完全失業者である方の前月（令和２年７月～令和３年６月）の就業状態

完全失業者
自営業主・
家族従業者

雇用者
（役員を除

く）

非労働力
人口正規の職員

・従業員

非正規
の職員

・従業員

183

2021年１月
（完全失業者）

187

２月
（完全失業者）

193

３月
（完全失業者）

177

４月
（完全失業者）

191

168

８月
（完全失業者）



都道府県労働局にて把握している産業動向等について（令和３年７月報告）
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卸売業
小売業

生活関連サービス
業,娯楽業

医療,福祉

建設業

○緊急事態措置が解除されたこと、ワクチン接種が進んできたことに伴い、夏季シーズンに向けた求人の動きも出てきたが、期間限定求人が多く、また、東京都の緊急事態措置
の再発令などにより、依然として先行き不安を訴える声も多く聞かれ、コロナ前の水準には戻っていない。（宿泊業）

○資材不足からリサイクル商材が脚光を浴びており業務量が増加している。（産業物処理業）

○年間を通じて人手不足が続いており、求人についても年間を通じて募集がされている状況で、求人募集が減った印象はない。（医療・福祉）

○コロナ禍であっても、スーパーなどは巣ごもり消費による需要で好調である。

○コロナ感染症関連業務や夏に向けたプールの監視員などの請負求人が増加しており、また、スーパーの店内業務のアウトソーシングの求人も大幅に増加している。
（職業紹介・労働者派遣業）

○マッサージ・エステ・美容業等では、コロナ感染防止のためサービスの利用を控える傾向があったと思われる。

宿泊業,
飲食サービス業

○地域振興券の効果で週末は県内の客を中心に予約が多くなってきた。県外のリピート客からの予約も回復してきたが平日はこれまでと変わらず厳しい状態が継続している。採
用から教育を行う場合一定の期間が必要なため、秋冬のGOTO再開を期待して求人が出されている。

サービス業
（他に分類されない

もの)

○半導体関連、自動車部品関連の製造業からの派遣依頼が、引き続き旺盛で求人数を押し上げている。また、オリンピック開催に合わせた警備職求人もみられた。
人手不足感の強まりから、派遣登録者の確保が厳しくなっており、今までハローワークを利用していなかった事業者からの新規求人もみられた。（職業紹介・労働者派遣業）

運輸業
郵便業

○ワクチン摂取後の観光需要を期待して、タクシー求人の募集再開が見受けられる。（道路旅客運送業）

○トラック運転手において、まん延防止等重点措置等による外出自粛や巣ごもり需要より、常温食品や雑貨商品の宅配配送等が増加しており、求人が増加している。（道路貨物
運送業）

○鋼材等の原材料価格の高騰、資材の不足、収益の悪化を懸念する声がある。

○人手不足感が高まっていたが、コロナの影響により求人をストップしていた多くの事業所から、コロナの収束後を見据えて少人数の求人が幅広く提出されている。この他、コ
ロナ禍による巣ごもり需要の増加により自社製品の売上が好調のため増員を行う事業所や、感染状況が落ち着いている中国からの需要により、生産力増強のため求人を行う事業
所なども散見された。

○受注が堅調に推移しており、慢性的な人手不足により、人員確保のための増員求人が多く、また求人が充足せず長期化している傾向にある。

○建設業は、コロナ感染拡大の影響によりテレワーク等の在宅勤務が進み、住宅リフォーム、住宅購入等の需要増により好調を維持してきたが、世界的な木材不足（ウッド
ショック）など、原材料の価格高騰を不安視する声が引き続き出ている。

製造業

○半導体不足による影響について、自動車メーカーごとに差異が認められ、半導体不足の影響が小さいメーカーと取引する事業者の業績回復は著しいが、半導体不足の影響が大
きいメーカーと取引する事業者は厳しい状況が続いている。また、半導体は利益率の高い高級車に回り、小型車、大衆車の製造が後回しとなる傾向があり、これらの部品に関わ
る企業への影響が大きくなっている。（自動車・同附属品製造業）

○リモートワーク用電子機器や自動車用、5Gなど携帯電話用の電子部品の需要増により人手不足が顕著であり、求人増と好調である。（電子部品・デバイス・電子回路製造業）

○警備業では各種イベント等が中止となっている影響はあるが、施設警備や道路警備などは底堅く受注があることから常態的に募集が多い。（警備業）

○ワクチン接種関連、コールセンター業務等で求人が増加した。（職業紹介・労働者派遣業）

○緊急事態措置の解除後の営業開始に向けて、飲食店等では、店内点検の依頼が増加している。（空調設備業）

○コロナ感染拡大の影響により観光需要が減少し、ツアー目的の貸切バスの利用が皆無となるなど厳しい状況が続いており、観光バス運営会社等が希望退職者を募るなど、経営
改善・合理化を図る動きが進んでいる。（道路旅客運送業）

○首都圏における緊急事態措置やまん延防止措置等の影響で宿泊客の減少傾向が続いており、特に団体向けホテル等への客足は厳しく、従業員の余剰感から求人提出に至ってい
ない。飲食店でも顧客減少から、特に全国展開する飲食店から大量の更新求人見合わせや、前年求人提出のあった飲食店が閉店による求人減がみられる。

○オリンピックによる需要増が見込めなくなったことや学校等の合宿の自粛要請により、求人が減少している。（宿泊業）

○外出自粛などの影響により、中食・内食が増加していることを背景に在宅者向けのカット食材の受注量の増加や、コンビニエンスストア向けのパン製造等の求人が増加。
　（食料品製造業）
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雇用調整の可能性がある事業所数

解雇等見込み労働者数

（事業所、人数）

全国を対象に緊急事態宣言が発令
（2020年４月16日～５月25日）

２回目の緊急事態宣言発令
（2021年１月８日～３月21日）

３回目の緊急事態宣言発令
（2021年４月25日～）

都道府県労働局を通じて把握している情報（新型コロナウイルス感染症関係）（８月13日（金）時点）
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＜令和２年３月～令和３年８月の動き＞

○解雇等見込み労働者数 累計113,272名
３月 835名 ４月 2,614名 ５月 12,949名

６月 12,688名 ７月 11,980名 ８月 8,935名
９月 11,298名 10月 7,506名 11月 5,193名

12月 5,285名 １月 5,165名 ２月 5,412名
３月 9,292名 ４月 3,256名 ５月 2,524名
６月 3,697名 ７月 3,586名 ８月 732名

○雇用調整の可能性がある事業所数 累計131,918所
３月 3,918所 ４月 9,244所 ５月 16,745所
６月 19,581所 ７月 25,262所 ８月 11,532所
９月 15,729所 10月10,215所 11月 4,523所

12月 3,331所 １月 2,146所 ２月 2,415所
３月 1,581所 ４月 923所 ５月 2,211所
６月 1,016所 ７月 914所 ８月 325所

※８月は８月１日～８月13日の集計値

○「解雇等見込み労働者数」の７月の増加幅は、3,586名となっており、稼働日数の差も踏まえると、６月の増加幅と比較し、やや縮小したも
のの、概ね同水準であり、引き続き注視していきたい。
※ 解雇等見込みは、解雇・雇止めの予定がある労働者で、一部既に解雇・雇止めされた者も含まれている。
※ 各月の稼働日数 ５月：18日 ６月：22日 ７月：20日

○「雇用調整の可能性がある事業所数」の７月の増加幅は、914事業所となっており、引き続き注視が必要。
※ 労働局及びハローワークに対して具体的に休業等に関する相談のあった事業所数。（当面休業を念頭に置きつつ、不透明な経済情勢が続けば解雇
等も検討する意向の事業所も含む。）



※業種は、都道府県労働局が企業から聞き取った情報であり、日本標準産業分類に準じて整理している訳でないことに留意が必要。

※業種別にみて数の大きな上位10業種を記載。
※（）内は2021年７月30日（金）からの増加分。
※非正規雇用労働者の解雇等見込み労働者数は、2020年５月25日（月）より把握しており、解雇見込み労働者数総数の内訳になっているものではない。

都道府県労働局を通じて把握している情報（新型コロナウイルス感染症関係）
業種別にみた解雇等見込み労働者数・雇用調整の可能性のある事業所数（８月13日（金）集計分）
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雇用調整の可能性がある事業所数（所） 解雇等見込み労働者数(人)

1 建設業 9,453 (+71) 製造業 25,485 (+286、うち非正規42)

2 宿泊業 5,763 (+65) 小売業 15,339 (+97、うち非正規8)

3 飲食業 15,545 (+37) 宿泊業 13,096 (+67、うち非正規47)

4 サービス業 11,926 (+32) 飲食業 13,465 (+61、うち非正規24)

5 小売業 12,917 (+27) 建設業 1,792 (+52、うち非正規6)

6 製造業 24,069 (+24) 医療、福祉 2,041 (+36、うち非正規1)

7 医療、福祉 6,915 (+22) 卸売業 6,492 (+26、うち非正規4)

8 運輸業 4,258 (+12) 娯楽業 3,782 (+23、うち非正規3)

9 卸売業 8,026 (+8) サービス業 6,375 (+21、うち非正規11)

10 専門サービス業 5,743 (+6)
政治・経済・
文化団体等

158 (+18、うち非正規11)

全体 131,918 (+325) 113,272 (+732、うち非正規169)


